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Abstract
This article studies that discuss the issues of marine product processing industry in the process
of recovery from the Tohoku Region Pacific Coast Earthquake in 2011，in Kesennuma City,
Miyagi Prefecture.
In the result, we found this is the very reason why the current marine product processing indus-
try in Kesennuma City to be changed: (1) build marine product processing industry's vision：
without vision, a local business in this industry cannot resume operations，(2) city planning that
take a proper care of restructuring industrial agglomeration：underpin the industrial competitive-
ness of marine product processing industry，(3) support manager's work：create a concrete vi-
sion of a corporation.















































































































































































実数 構成比(％) 実数(人) 構成比(％)
農林漁業 43 1.0 685 2.3
（内漁業） 35 0.9 621 2.1
鉱業，採石業，砂利採取業 1 0.0 2 0.0
建設業 356 8.7 2,234 7.4
製造業 326 7.9 5,285 17.5
（内食料品製造業） 165 4.0 3,888 12.9
（内水産食料品製造業） 130 3.2 3,163 10.5
電気・ガス・熱供給・水道業 7 0.2 131 0.4
情報通信業 17 0.4 148 0.5
運輸業，郵便業 92 2.2 1,625 5.4
卸売業，小売業 1,222 29.8 7,445 24.6
金融業，保険業 65 1.6 616 2.0
不動産業，物品賃貸業 373 9.1 745 2.5
学術研究，専門・技術サービス業 76 1.9 390 1.3
宿泊業，飲食サービス業 519 12.7 2,578 8.5
生活関連サービス業，娯楽業 406 9.9 1,430 4.7
教育，学習支援業 141 3.4 1,151 3.8
医療，福祉 173 4.2 2,996 9.9
複合サービス事業 30 0.7 287 0.9
サービス業（他に分類されないもの） 210 5.1 1,604 5.3
公務（他に分類されるものを除く） 45 1.1 880 2.9








































































農業 0.41 金融・保険 0.87
林業 2.01 不動産仲介・賃貸・住宅賃貸料 1.08
漁業 10.85 住宅賃貸料（帰属家賃） 1.05
鉱業 0.52 運輸 0.99
食料品 5.24 倉庫 0.79
飲料・たばこ・飼料 0.23 運輸付帯サービス 0.88
衣服・その他の繊維製品 0.97 通信 0.81
製材・木製品 0.22 放送 0.61
家具・装備品 0.57 公務 0.92
パルプ・紙・紙加工品 0.07 教育 0.85
印刷・製版・製本 1.56 研究 0.15
プラスチック製品 0.39 医療・保健 1.11
窯業・土石 0.26 社会保障・介護 1.33
金属製品 0.19 その他の公共サービス 0.83
一般機械 0.36 広告・調査・情報サービス 0.15
電気機械 0.47 物品賃貸サービス 0.44
輸送機械 0.6 自動車・機械修理 1.33
その他の製造工業製品 0.12 その他の対事業所サービス 0.37
建設 1.00 娯楽サービス 0.86
電力・ガス・熱供給・水道 0.69 飲食店 0.82
廃棄物処理 1.42 旅館・その他の宿泊所 1.93
卸売 0.53 その他の対個人サービス 1.23


















製氷 10 製氷冷凍 42
冷凍工場数
貯氷 10 缶 詰 4
凍結 35 水産加工施設数
経営体数132
練 製 品 7







数量(トン) 金額(千円) 実数(トン) 構成比(％) 実数(トン) 構成比(％)
素干品 52 534,092 9 17.3 43 82.7
塩干品 53 39,702 7 13.2 46 86.8
煮干品 20 444,480 4 20.0 16 80.0
塩蔵品 × × － － － －
練製品 71 120,028 52 73.2 19 26.8
すり身 × × － － － －
節製品 264 260,616 59 22.3 205 77.7
調味加工品 12,774 13,265,338 1,473 11.5 11,301 88.5
冷凍加工品 83,919 21,502,775 12,026 14.3 71,893 85.7
魚油 × × － － － －
飼肥料 × × － － － －
缶詰(ケース) 767,863 3,231,046 37,876 4.9 729,987 95.1
その他(千枚) 9,727 1,063,550 4,124 42.4 5,603 57.6
トン 110,423 17,344 15.7 93,079 84.3
合計 千枚 9,727 42,179,367 4,124 42.4 5,603 57.6





































































































の B to B（Business to Business）から B to
C（Business to Consumer）への転換を実現
している。
同社が早期に操業を再開できたのは，明確
な将来ビジョンやその具体化を目指す戦略を
東日本大震災以前から有していたことによ
る。同社代表取締役社長の斉藤氏によれば，
「被災以前から右肩下がりの水産加工業界に
あって，レストランやホテルなどの大口顧客
との大規模取引には，魅力もあるが翌年のメ
ニューに自社製品がのらなければ，仕事がゼ
ロになるリスクもあり，販路の転換をずっと
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考えてきた。消費者に本物を届けたい。震災
後の１年間は，それを強く認識する気づきの
１年であり，変えるチャンスとなった」
（2012年５月21日ヒアリング）という。また，
同氏は，気仙沼市の一部の事業者について，
「工場の再建が目的化しているのではないか」
（2012年５月21日ヒアリング）と警鐘を鳴ら
している。
この点については，気仙沼冷凍水産加工業
協同組合も，「自己資金に乏しく，融資を受
けることも難しい事業者は，国の3/4という
支援制度に飛びつかざるを得ない。しかし，
将来の見通しが全くたたない中で，工場の規
模を従前と比べて拡大するのか，現状維持な
のか，縮小するのか，規模一つをとっても，
一か八かという感がある」（2012年５月21日
ヒアリング）と指摘している。
株式会社斉吉商店以外にも，たとえば気仙
沼市においてフカヒレ製品を製造販売する老
舗業者，株式会社石渡商店4も，復興に向け
て一歩を踏み出している。同社は，海沿いに
あった工場や倉庫が被災したため，小規模な
仮設工場でフカヒレの下処理を行い，県外の
協力工場にて製品を仕上げてきたが，2012年
８月からは，気仙沼市の高台に完成した，消
臭やコラーゲン保持など独自技術を活かす設
備や地熱利用による温度調節機能など，最新
の技術が導入された新工場が稼働し，高付加
価値な製品の製造を目指している。
株式会社斉吉商店や株式会社石渡商店に共
通するのは，販路の転換や新しい技術の導入
にみられるように，単なる操業再開という復
旧ではなく，新しいビジョンや戦略の下で，
復興を目指した販路の転換や新技術の導入に
取り組み，その実現のために必要な資源を民
間のファンドや公的支援によって調達してい
４ http://www.ishiwatashoten.co.jp
ることにある。
②自己資金，公的補助・融資，民間融資の活
用が可能であっても操業の再開を躊躇して
いる事業者
ヒアリング調査によると，以下のような理
由から，操業の再開を躊躇している水産加工
業者がいることが明らかになった。
まず，市場動向が読めないからである。気
仙沼冷凍水産加工業協同組合によると，「少
子高齢化・人口減少，原材料価格の高騰や国
民の水産加工品離れ等，多様な理由による将
来不安から，操業の再開に踏み切れない」
（2012年５月21日ヒアリング）という。また，
同協同組合によると，実際に操業を再開した
事業者の中には，「養殖魚用飼料の生産を再
開したが，放射能の風評被害も相まって顧客
が離れたため，作っても売れないと嘆く事業
者もいる」（2012年５月21日ヒアリング）。
次に，分業関係にある事業者とともに，い
わゆる囚人のジレンマに陥っているからであ
る。気仙沼冷凍水産加工業協同組合，気仙沼
遠洋漁業協同組合および株式会社斉吉商店の
いずれからも，「多くの事業者が，取引先の
操業再開状況を見ている」という指摘があっ
た。気仙沼市の水産加工業が，漁業から加工，
保管，輸送にいたる分業構造を備えたフルセ
ット型の産業集積として成立していたため，
「それが故に，気仙沼に持っていけば何とか
してくれるという期待から，他地域の漁業者
も水揚げに気仙沼を訪れていた」（気仙沼冷
凍水産加工業協同組合・気仙沼遠洋漁業協同
組合2012年５月21日ヒアリング）。つまり，
他の事業者の操業があって，はじめて自社に
も仕事が流れてくると事業者が認識している
ため，自分だけが操業を再開しても，他社が
操業を再開しなければ仕事がなく，復旧にか
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けた費用を回収できないのではないかという
不安が，操業の再開を躊躇させているのであ
る。
最後に，ビジョンが欠如しているからであ
る。株式会社斉吉商店によると，「分業構造
の一部を担うことを使命としてきたため，た
とえば市場動向に疎く，消費者ニーズに敏感
になれない事業者もいる」（2012年５月21日
ヒアリング）という。つまり，仕事の有無を
取引相手任せにしてきたため，市場の将来を
勘案した自社のビジョンを定め，その実現を
目指した新たな経営戦略の構築・具体化に踏
み切れないのである。
③自己資金，公的補助・融資，民間融資のい
ずれも活用できない，もしくは後継者が不
在等の理由によって操業を再開しない見込
みの事業者
気仙沼冷凍水産加工業協同組合，気仙沼遠
洋漁業協同組合および株式会社斉吉商店によ
ると，「わずかながらも，後継者等の問題か
ら，震災を機に廃業を考えている事業者がい
る」（2012年５月21日ヒアリング）という。
そもそも，一部の加工品目においては，国際
競争の激化や国内消費者の水産加工品離れが
進んでおり，震災を契機に廃業を検討する事
業者の存在することも当然であると考えられ
る。
３．気仙沼市における水産加工業の復
興に向けた課題
本節では，第１，２節を踏まえて，阪神淡
路大震災からの産業復興の教訓も織り交ぜな
がら，気仙沼市における水産加工業の復興に
かかる課題について検討する。
（１）産業復興ビジョン
昨年からの気仙沼市におけるヒアリングに
おいて，気仙沼冷凍水産加工業協同組合，気
仙沼遠洋漁業協同組合および株式会社斉吉商
店の誰もが口にしたのが，関［2011a］p.6
も指摘するように，「気仙沼は水産加工にか
かる巨大な分業システムを構築してきた」
（2012年５月21日ヒアリング）ことである。
したがって，独立独歩が可能な一部の水産加
工業者を除いて，多数の事業者が今後も分業
システムの中で操業を継続する道を選択する
と考えられる。
しかし，気仙沼市復興計画（気仙沼市
［2011］），宮城県水産業復興プラン（宮城県
［2011］）等の復興計画を概観しても，気仙
沼市の水産加工業の将来像は見当たらない。
たとえば，図表８に示したように，宮城県
［2011］には，漁業・水産加工業にかかる６
次産業化の推進，農商工連携の推進，販路拡
大，インフラ整備，新しい経営体の導入等が
記述されているが，これらはいずれも何らか
の目的や将来像を具体化するための手段であ
ると考えられる。
上述のように，産業ビジョンが無いままに
各種のプロジェクトが進むのは，宮城県や気
仙沼市だけの責任ではない。東日本大震災に
よる被害の甚大さを鑑みれば，政府による支
援無しに復興を成し遂げることは考え難い。
しかし，政府の各種支援が単年度主義で動く
ため，その締め切りに迫られて，産業のビジ
ョンについて十分検討する時間が無いこと
も，今日の状況を招いている主要な要因であ
る。
したがって，政府の各種支援のあり方を見
直す一方で，厳しい水産加工品市場の状況を
踏まえつつ，消費者ニーズを掴み，気仙沼市
の水産加工業者が長い歴史を経て蓄積してき
た技術・ノウハウを如何に活かし，10年後20
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図表８ 宮城県水産業復興プランの鳥瞰図
年後の気仙沼市経済を見通す，復旧ではなく
産業復興ビジョンを構築することが重要にな
る。
また，気仙沼冷凍水産加工業協同組合や気
仙沼遠洋漁業協同組合によると，「今は誰も
産業全体を俯瞰できていないのではないか」
（2012年５月21日ヒアリング）という。した
がって，産業ビジョンの構築にあたっては，
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水産加工業のニーズやシーズはもちろん，漁
業や関連業界の動向も見極めつつ，全体を
コーディネートできる人材の配置が必要であ
ると思われる。現在でも，気仙沼市の復興に
かかる各種の会議に優秀な実務家や有識者が
招かれているが，１回/１ヶ月の訪問では心
許ない。
このような人材不足は，何も民間に限った
ことではない。2012年11月13日に気仙沼市産
業部水産課にヒアリングを実施したところ，
漁業，水産加工業の産業復旧・復興業務に加
えて，高台への集団移転等も含め，それらの
産業に従事する市民が暮らす地区の復旧・復
興までを，気仙沼市職員20名程度と他自治体
からの応援職員10名程度の計30名程度で担っ
ているという。しかも，産業復興と住宅再建
に同時に取り組んでいるだけではなく，水産
加工業集積や住宅団地の計画作りと用地交渉
にも平行して取り組んでいるという。これで
は，市場や産業の全体を俯瞰しつつ，ビジョ
ンを構築する余裕はないものと考えられる。
したがって，行政側の人員不足という観点か
らも，先に述べたコーディネーターの配置が
重要である。
もちろん，気仙沼市の水産加工業は，漁業
から流通にいたる広範な機能が多様な製品・
生産システム・取引関係を有する企業によっ
て担われているため，全ての企業が同じビジ
ョンの下で復興に向けて動き出すことは難し
いかもしれない。しかし，大きな方向性，た
とえばコストリーダーシップから差別化への
移行という点に関しては，合意が得られるの
ではないだろうか。
1995年に発生した阪神淡路大震災で壊滅的
な被害を被った神戸市長田区に立地するケミ
カルシューズ産業は，メーカーと関連業者が
約1,700社（1993年）集積し，従業員数約
20,000人，年間生産足数4,473万足，年間生
産額943億円（1994年）を誇る地域の基幹産
業であった（山口［2011］p.100）。しかし，
2010年のケミカルシューズ産業を概観する
と，震災前に比して，企業数が約４割，従業
員数が約４割，生産額が約６割にまで落ち込
んでいる（日本ケミカルシューズ工業組合）。
そして，神戸市長田区で現在でも成長を続け
ている，もしくは生き残っている企業のほと
んどは，震災を期に，従来型の低価格路線か
ら本皮を素材に用いた高級化，ファッション
や機能面での差別化に転換した企業である
（日本ケミカルシューズ工業組合2011年６月
24日ヒアリング）。
このような方向性の転換を選択するのか否
かは，あくまで個々の企業の自由であり，か
りに選択したとしても，その具体化が成し遂
げられるのかどうかはわからない。現在の気
仙沼市の復興状況は，各種復興支援策を講じ
る政府，地方自治体が長期的視野に基づく復
興を，被災した水産加工業者の多くが短期的
な視野に基づく復旧を目指して，それらが妥
協点を見いだせない状況にあるといえる。そ
こで，個別企業の復興ではなく，地域経済の
復興という観点から，地方自治体や業界団体
が明確なビジョンを打ち出し，その周知徹底
を図るとともに，後にみるように，ビジョン
の具体化を図る施策を打ち出すことで，先に
触れた自己資金，公的補助・融資，民間融資
の活用が可能であっても操業の再開を躊躇し
ている事業者が復旧・復興へと動き出す可能
性も高まると考えられる。
（２）産業集積の再構築に配慮したまちづく
り
関［2011a］のいうように，気仙沼市の漁
港およびその周辺地区は，長い歴史を経て自
然に形成されてきた水産加工業の一大集積地
である。産業集積内に立地した企業は，取引
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相手との近接性に起因する各種の外部経済を
享受することによって存立している。たとえ
ば，輸送費，取引費用，労働調達等にかかる
費用の低減は，取引相手の近くに立地してい
るからこそ実現する利益である。
また，先に触れたような，「気仙沼に水揚
げすれば何とかしてくれる」という漁業者の
認識は，多様な関連業者が集積しているから
こそ発揮できる柔軟性を気仙沼市の水産加工
業が有することに起因する。
山口［2001b，2011］で指摘したように，
阪神淡路大震災後のケミカルシューズ産業の
復旧過程においては，神戸市の決定した都市
計画によって同産業の集積が崩壊し，中小企
業が競争力を得るに資していた集積の利益が
喪失した可能性がある。たとえば，復興過程
の区画整理や再開発等の都市計画によって，
ケミカルシューズ産業の工場が立ち退かざる
を得なかった可能性がある。また，ケミカル
シューズ産業の価格競争力を支えていた低賃
金労働者は，経済的な理由から震災復興の過
程で多数建設された再開発ビルへの入居が難
しく，職住混在・近接の空間構造が壊され，
通勤時間と費用という従前からすれば追加的
な費用負担を企業もしくは労働者が負わなけ
ればならず，企業のコスト競争力を阻害した
可能性もある。
前項で述べた産業ビジョンを確立した後
に，如何なる集積の利益を最大化する必要が
あるのか，そのために最適な配置はどのよう
なものなのか，十分に吟味した上で産業の立
地を含む都市計画を策定しなければならな
い。もちろん，人命を最優先することは否定
しないが，高台移転等による労働者の通勤環
境や費用にも十分に留意しながら，産業集積
とまちづくりとの両面に目を配りながらの計
画策定やその具体化が必要だろう。
また，現在の気仙沼市において水産加工業
が集積していた地区に網がかけられている建
築制限については，企業の再建の足枷となっ
ているとの批判もあるが，上述したようなま
ちづくりを実現するためには必要な措置であ
ると考えられる。もちろん，建築制限によっ
て企業や個人が市外に流出することは問題で
あるため，上述のような都市計画を早急に策
定しなければならないと考えられる。
（３）個別事業者への支援
産業ビジョンが確定し，その下で産業集積
やまちづくりのあり方が決まれば，自ずと個
別の事業者が進むべき道も明らかになってく
る。もちろん，上述したような全体システム
とは離れて自立する道を否定するものではな
い。
しかし，いずれの道を歩もうとも，公的な
支援無しに個別の事業者の復興が成し遂げら
れるとは考えがたい。特に，家族や従業員を
失い，事業所に加えて自宅等にも甚大な被害
を被り，従前の債務を抱える水産加工業者に，
長期的な視野をもって自社のビジョンを検討
することを求めても，先述した株式会社斉吉
商店のように従前からビジョンを構築しつつ
あった事業者や，よほどの企業体力がある者
でないと難しいだろう。したがって，定常的
に水産加工業者に助言したり相談に乗ったり
することが可能な支援者を派遣する必要があ
ると考えられる。
よほど優秀な経営者が舵を取る水産加工業
者でない限り，操業再開の方向は，復興では
なく復旧を向きがちである。また，自らの商
品力を過信し，販売エリアを拡げれば一定の
売上げが上がり，何とか経営を続けられると
考える事業者もいる。「たとえば，新潟県中
越地震後，被災地の食品加工業者は，短期的
な売り上げ維持もしくは回復のために，イン
ターネットによる通信販売に取り組んだが，
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そもそも被災地外の顧客を想定した商品では
なかったため，その効果は半年程度にとどま
ったという（柏崎商工会議所2008年９月12日
ヒアリング）」（山口［2011］p.107）。
また，阪神淡路大震災からも学ぶべき点が
ある。ケミカルシューズ産業の復興支援を担
当した当時の神戸市職員である三谷氏は，同
産業への支援が仮設もしくは恒久施設の整備
や資金の供給に偏り，差別化の推進等，ソフ
ト面への支援に乏しかったことを認めている
（三谷［2005］）。
このような誤りを回避するためにも，市場，
ニーズ，シーズ，競合相手を客観的に把握・
分析して，水産加工業者に助言できるアドバ
イザーの配置が必須である。そして，水産加
工業者のビジョンが構築されてはじめて，必
要な施設や資金など，支援すべき経営資源が
明確になり，金融支援等を実施すべき対象が
特定されると考えられる。
もちろん，個別企業レベルとはいえ，ビジ
ョンの構築には一定の時間が必要であること
から，二重・三重のローンを抱える企業への
利子補充等の対応策も必要となる。
４．おわりに
本稿では，宮城県気仙沼市の東日本大震災
からの地域経済復興という観点から，同市に
集積し，移出・基盤産業として機能してきた
水産加工業の復興にかかる課題について，ヒ
アリング調査を基に検討した。
その結果，産業復興ビジョンづくり，産業
集積の再構築に配慮したまちづくり，個別事
業者の戦略策定への支援の必要性を指摘し
た。現地の情報収集が不十分であることは否
めず，未だ仮説的な結論とはなったが，現地
を訪問し，気仙沼市の水産加工業者や市民と
情報交換を繰り返す中で，おおよその現状把
握や課題の抽出が出来たものと考えられる。
したがって，本稿の結論を仮説としながら，
気仙沼市に立地する水産加工業者に対する個
別調査の実施を通じて，復旧・復興状況を詳
細に把握するとともに，その結果を踏まえた
地域政策のあり方について検討することを今
後の課題とする。
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